（Ｈ22年1月）

· 日本もいよいよ海外へ出稼ぎに出る時代？
長期に亘りかつ出口の見えない不況とデフレ、外需依存体質の日本経済を直撃する円高などの要因により、完全失業率や有効求人倍率等の数値も最悪時に比べ多少改善してはいるものの、依然として低水準のまま推移していることから、日本での就職を諦めて海外に仕事の場を求める動きが活発化しています。

昨年末の朝日新聞の報道にもありましたが、コスト削減を図る日本企業の間で、日本国内から人件費が安いタイにコールセンター機能を移転する動きが目立っているとのことで、中国や東南アジアの中でもタイは、入国や就労の規制が比較的緩やかなため、職を求めてやってくる日本人が多いことがその原因に挙げられています。
コールセンターでの仕事は、日本国内から企業にかかってきた顧客の問い合わせの電話が、タイのセンターに転送され、それに対して日本語で対応するだけなので、特にタイ語の習得は必要ないとのこと。報酬はというと、手当を含めて手取り月収が約9万円ですが、タイの大卒初任給が約3万～4万5千円であることを考えれば決して安くはなく、また、何よりも物価が安いことから贅沢をしなければそこそこ貯金もできる水準のようです。また、このような働き方をする年齢層の中心は、1990年代半ばから2000年代半ばまでの「失われた10年」と呼ばれる不況時に、正社員になれなかった現在30代前後のロストジェネレーション世代で、人材紹介事業を展開するパソナを例にとると、海外で働きたい日本人に仕事を紹介する子会社「パソナグローバル」の2004年設立当初の登録者数が約9千人だったものが、現在はこの世代を中心に3倍の約2万7千人にまで増えています。
このような流れは、日本企業の生産拠点が人件費の安い中国、インド、東南アジアにどんどん移っている現状から、今後ますます加速していくことが予想されます。それに伴い日本の国内産業の空洞化がますます進み、さらに働き手が流出していくという悪循環を招くことにもなり、今後大きな問題となることが予想されます。そのような事態にならないようにするためにも、この不況をできるだけ早く抜け出し、これからの日本が進むべき方向性、明確な成長戦略の策定、それに伴う産業の育成が必要不可欠となります。良質な物を安く大量に作るビジネスモデルは、今の日本では成り立ちません。製造業中心の産業構造から大転換を図り、「技術立国」「金融立国」「観光立国」など、これからの日本の進むべき道を早く見つけなければならないと痛切に感じます。　（工藤克己）
